
（単位：千円）

事 業 名 前年度予算額 要 求 額 審 査 額 摘 要

【農林部】 農業者自らが生産に加え、加工、流通・販売までを行う６

次産業化を支援し、収益性の高い農業経営体を育成する新 重

6,898 6,898１ 農から創る６次産業

一財 6,898 一財 6,898支援事業

１７４万４千円１ 県支援事業

６次産業化に向けた計画策定等への支援

・専門家等による推進会議の開催

・現地研修会の開催

２４８万円２ 地区支援事業

商品化に向けた支援

・加工技術、商品開発技術の指導

２６７万４千円３ 販売支援事業

販売ルートの拡大に向けた支援

・販売促進会の開催等

農林部

－ １ －

審査の考え方】【

収益性の高い農業経営体の育成のため、農業者

が取り組む６次産業化への支援の必要性を認め、

要求額を措置した。



（単位：千円）

事 業 名 前年度予算額 要 求 額 審 査 額 摘 要

農業の担い手の確保に向けて、指導者による実践研修と農

地斡旋が一体となった就農直結型の研修を実施し、新規参新 重

入希望者の円滑な就農を図る
２ 明日の農業担い手 31,600 31,600

１４４万８千円育成塾設置事業 １ 県推進事業一財 31,600 一財 31,600

・農協、農業委員会、市町村との連携による

設置推進活動

２，０１５万２千円２ 運営事業

・研修用農地の確保（県内８地区×３か所）

・生産から販売までの実践的研修の実施

８００万円３ 施設整備事業

・研修用施設、機械等の整備

２００万円４ ほ場設置事業

・遊休農地を研修用農地として造成

農林部

－ ２ －

審査の考え方】【

本県農業における新たな担い手確保の必要性を

認め、要求額を措置した。



（単位：千円）

事 業 名 前年度予算額 要 求 額 審 査 額 摘 要

農業大学校を現在の鶴ヶ島市から熊谷市に移転し、新たな

埼玉農業の担い手養成施設の拠点として整備する新 重

103,462 103,462３ 農業大学校移転

１億２８０万３千円整備事業 １ 移転整備設計等業務委託費一財 103,462 一財 103,462

・基本設計等業務委託（造成、建築）

・地質調査等

６５万９千円２ 関係機関調整費

限度額
（債務負担行為） 平成２３年度 建築実施設計費97,430 承 認

県債 68,000

一財 29,430

＜移転先＞

農林総合研究センター、総合教育センター江南支所及び

周辺でのほ場整備を想定

＜スケジュール＞

・２２年度 建築基本設計、造成基本設計

・２３年度 建築実施設計、造成実施設計

・２４年度 建築工事、造成工事、開校準備

・２５年度 開校

農林部

－ ３ －

審査の考え方】【

本県農業の一大産地である県北へ移転し、農林総

合研究センター及び総合教育センター江南支所との

連携による新たな担い手養成施設の拠点として整備

する必要性を認め、要求額を措置するとともに、債

務負担行為の設定を承認した。



（単位：千円）

事 業 名 前年度予算額 要 求 額 審 査 額 摘 要

(社)埼玉県農林公社が実施する森林整備事業に必要な資金

の貸し付けを行い、森林機能の保全と林業の振興を図る４ (社 )埼玉県農林公社 298,392 295,473 295,473
諸収 70,000 諸収 70,000 諸収 70,000

森林整備事業助成費

２億２，５４７万３千円一財 228,392 一財 225,473 一財 225,473 １ 分収林事業費貸付金

貸付期間 ５０年以内（据置４５年）

貸付利息 無利子

償還方法 年賦償還

＜公社への新たな支援策・既往貸付金の無利子化措置＞

平成１８年度以前に貸し付けた貸付金のうち、高金利

部分（利率 ２．６％、３．０％、３．５％分）について、新

、 。たに発生する利息を無利子とし 公社の経営安定を図る

（ 、 ）平成１９年度以降の貸付金については 既に無利子

７，０００万円２ 運用貸付金

貸付期間 １年以内

貸付利息 無利子

償還方法 一括償還

５ (社 )埼玉県農林公社

造林資金損失補償 農林公社が(株)日本政策金融公庫から平成２２年度に借り限 度 額 承 認
（債務負担行為） 入れる造林資金に係る損失補償

（平成２２年度から平成７３年度まで）

農林部

－ ４ －

審査の考え方】【

本県の森林整備のため、農林公社に対する助成は引き

続き必要と判断し、要求額を措置するとともに、既往の

県貸付金の高金利部分について無利子化措置を行った。

また、農林公社が事業実施のために（株）日本政策金融

公庫から借り入れる資金に係る損失補償について債務負

担行為の設定を承認した。



（単位：千円）

事 業 名 前年度予算額 要 求 額 審 査 額 摘 要

県南東部を中心とする水田地帯において、地域の特性に合

った多様な農業が継続して展開できるように 埼玉型ほ場新 重 、

の整備を推進する
６ 埼玉型ほ場整備推進 19,280 19,280

一財 19,280 一財 19,280事業

１，４２８万円１ 構造改革促進調査

担い手への利用集積を支援するとともに、農地の

出し手も安心して農業を継続できる営農構想を策定し、

出し手、担い手双方への支援を同時に推進

５００万円２ 土地改良施設診断調査

既存の区画や施設を有効活用した低コストな整備

に向けた診断調査の実施

農林部

－ ５ －

審査の考え方】【

本県の多様な農業の発展のため、地域の特性に

合った営農計画の策定の必要性を認め、要求額を

措置した。



（単位：千円）

事 業 名 前年度予算額 要 求 額 審 査 額 摘 要

６９億５，７５７万３千円農林部公共事業

（対前年度１５．７％減）

8,255,166 6,957,573 6,957,573７ 農林部公共事業

１ 森林管理道整備事業国庫 4,204,557 国庫 3,236,317 国庫 3,236,317

８億７，４７０万３千円（１４．２％減）分担金 188,113 分担金 195,550 分担金 195,550

国庫補助事業負担金 678,140 負担金 622,577 負担金 622,577

７億２，３８７万９千円（２０．８％減）諸収 92,230 県債 2,615,000 県債 2,615,000

県単独事業県債 2,772,000 一財 288,129 一財 288,129

１億５，０８２万４千円（４３．２％増）一財 320,126

， （ ． ）２ 治山事業 ５億８ ３３３万５千円 １７ ９％減

国庫補助事業

４億７，０３３万５千円（１６．７％減）

県単独事業

１億１，３００万円 （２２．７％減）

５４億９，９５３万５千円３ 農業農村整備事業

（１５．７％減）

国庫補助事業

４３億７，３３５万８千円（２０．１％減）

県単独事業

１億２，８２７万８千円（４７．４％減）

水辺再生事業

９億９，７８９万９千円（２３．３％増）

農林部

－ ６ －

審査の考え方】【

安心・安全の観点から特に重要な地区や、事業

効果の早期発現が期待できる事業に対して重点化

を図り、要求額を措置した。


